
 

＜女性不妊に対する治療＞ 
①タイミング指導、黄体補充療法など 
②無排卵や多嚢胞性卵巣など排卵障害 
 に対する薬物療法（内服、注射） 
③子宮・卵管等に原因が考えられる 
 場合に行う子宮鏡、腹腔鏡による 
 精査・加療  
④卵管通過障害に対する通気・通水法 
⑤卵管形成術  
 
＜男性不妊に対する治療＞ 
①薬物療法（漢方等） 
②手術療法（精索静脈瘤に対する結紮 
 術や閉塞性無精子症に対する精路再 
 建術等）    

不妊治療について 

Ⅰ 保険適用されている不妊治療 Ⅱ 保険適用されていない不妊治療 

 

＜人工授精＞ 
○配偶者間人工授精（AIH） 
 精液を注入器を用いて直接子宮腔に注入するもの。 
 ※一部の施設で非配偶者間人工授精（AID）も行われている 
 

＜生殖補助医療 （ART）＞ ※特定治療支援事業の対象 
○体外受精（IVF）・胚移植 
 本来生体内で行われる精子と卵子の受精を体外で行い、 
 受精卵（胚）を子宮内に移植するもの。 
○顕微授精（ICSI）・胚移植 
 体外受精のうち、卵細胞質内に精子を注入するもの。 
 

＜男性に対する治療＞ ※特定治療支援事業の対象 
○顕微鏡下精巣内精子回収法（MD-TESE） 
 手術用顕微鏡を用いて精巣内より精子を回収する方法。  等 
 

＜その他の治療＞ 
○第3者の精子を用いた体外受精・顕微授精 
○第3者の卵子を用いた体外受精・顕微授精 
○代理懐胎 
○第3者から由来する胚を用いた胚移植 
○未受精卵子の凍結（医学的・社会学的） 
○子宮移植後の分娩例が報告された（Lancet,  2014 Oct(6)) 

平成27年2月作成（母子保健課） 

平成29年７月５日資料２ 
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国費で助成（不妊に悩む方への特定治療支援事業の対象） 

検査 

原因の治療 

人工授精（AIH） 

精子提供による 
人工授精（AID） 

夫婦間で行われる 
人工授精など 

精液を注入器で直接子宮に注入し、妊娠を図る。主に、夫側の精液の異常、性交
障害等の場合に用いられる。比較的、安価。 

①男性不妊、②女性不妊、③原因が分からない機能性不妊に大別される。 
 診察所見、精子の所見、画像検査や血液検査等を用いて診断する。 

卵子・胚提供 

代理懐胎 

倫理的にどこまで行ってもいいのか、対象者、親子関係、子どもの出自を知る権利、近親
婚の防止、対価の授受などの特有の課題 
 （H15厚労省の部会、H20日本学術会議で検討→法制化には至っていない） 

保
険
適
用 

男性不妊の治療 

女性不妊の治療 

不妊治療の流れ（概略図） 

精管閉塞、先天性の形態異常、逆行性射精、造精機能障害など。 
手術療法や薬物療法が行われる。（一部を除き保険適用） 

子宮奇形や、感染症による卵管の癒着、子宮内膜症による癒着、 
ホルモンの異常による排卵障害や無月経など。手術療法や薬物療法が行われる。 
 

機能性不妊や治療が奏功しないもの 

※一部、原因が分からない機能性不妊に行われる場合あり 

※学会は精子提供による人工授精は容認、卵子提供はルールを示していない。胚提供・代理懐胎は禁止。 

2 

生殖
補助
医療 顕微授精 

体外で受精させ、妊娠を図る。採卵を伴うため、女性側の身体的負担が重い。主に、人工授精後
や女性不妊の場合に用いられる。 

体外受精のうち、人工的に（卵子に注射針等で精子を注入するなど）受精させるもの。  

男性に対する治療 顕微鏡下精巣内精子回収法（MD-TESE）。手術用顕微鏡を用いて精巣内より精子を回収する。 

体外受精 



生殖補助医療の実施数・出生児数について 

  治療延べ件数（人） 出生児数(人) 累積出生児数（人） 
１回の治療から 

出生に至る確率（％） 

 新鮮胚（卵）を用いた治療  ９２，２６９  ５，０２５ １２０，５６５  ５．４５ 

 凍結胚（卵）を用いた治療 １５７，２２９ ３６，５９５  ２１４，１９４ ２３．２８ 

 顕微授精を用いた治療 １４４，２４７  ５，７０２  ９６，８６７  ３．９５ 

合   計 ３９３，７４５ ４７，３２２  ４３１，６２６ １２．０２ 

１．生殖補助医療の実施数（平成26年） 

資料）日本産科婦人科学会が集計した平成26年実績 
（注：１回の治療から出生に至る確率は、生殖補助医療を実施した患者について、「出生児数」を「治療のべ件数」で割った数値である。） 

２．生殖補助医療による出生児数の推移 

年 生殖補助医療出生児数（人） 総出生児数（人） 割合（％） 

 ２００６年（H１８） １９，５８７ １，０９２，６７４ １．７９ 

 ２００７年（H１９） １９，５９５ １，０８９，８１８ １．８０ 

 ２００８年（H２０） ２１，７０４ １，０９１，１５６ １．９９ 

 ２００９年（H２１） ２６，６８０ １，０７０，０３５ ２．４９ 

 ２０１０年（H２２） ２８，９４５ １，０７１，３０４ ２．７０ 

 ２０１１年（H２３） ３２，４２６ １，０５０，８０６ ３．０９ 

 ２０１２年（H２４） ３７，９５３ １，０３７，２３１ ３．６６ 

  ２０１３年（H２５） ４２，５５４ １，０２９，８１６ ４．１３ 

  ２０１4年（H２６） ４７，３２２ １，００３，５３９ ４．７１ 

（注：生殖補助医療出生児数は、新鮮胚（卵）を用いた治療数、凍結胚（卵）を用いた治療数及び顕微授精を用いた治療数の合計
（日本産科婦人科学会の集計による）。総出生児数は、人口動態統計による。 
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不妊に悩む方への特定治療支援事業について 

 ○ 要旨     不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、高額な医療費がかかる、配偶者間の不妊治療に要する費用の一部  
                    を助成 
 ○ 対象治療法  体外受精及び顕微授精（以下「特定不妊治療」という。） 

 ○ 対象者    特定不妊治療以外の治療法によっては妊娠の見込みがないか、又は極めて少ないと医師に診断された法律上 
          の婚姻をしている夫婦（治療期間の初日における妻の年齢が４３歳未満である夫婦） 

 ○ 給付の内容  ①１回１５万円（初回の治療に限り３０万円まで助成） 

           通算回数は、初めて助成を受けた際の治療期間の初日における妻の年齢が、４０歳未満であるときは通算 
           ６回まで、４０歳以上４３歳未満であるときは通算３回まで助成 

         （凍結胚移植（採卵を伴わないもの）及び採卵したが卵が得られない等のため中止したものついては、１回７.５万円） 

          ②男性不妊治療を行った場合は１５万円（精子を精巣又は精巣上体から採取するための手術） 

 ○ 所得制限   ７３０万円（夫婦合算の所得ベース） 

 ○ 指定医療機関 事業実施主体において医療機関を指定 
 ○ 実施主体   都道府県、指定都市、中核市 
 ○ 補助率    １／２（負担割合：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２） 
 ○ 予算額    平成２９年度予算 １６０億円 

平成１６年度創設   支給期間２年間として制度開始 
平成１８年度      支給期間２年間を５年間に延長 
平成１９年度      給付金額を1年度あたり１回１０万円、２回までに増額、 

           所得制限額を（６５０万円 → ７３０万円）引き上げ 
平成２１年度補正   給付額１０万円→１５万円 
平成２２年度     給付額１５万円を継続 
平成２３年度     １年度目を年３回に拡充 

平成２５年度     凍結胚移植(採卵を伴わないもの)等の給付額を見直し（15万円→7.5万円） 
平成２６年度     通算助成回数は治療期間初日の妻の年齢が４０歳未満の場合は６回まで助成 
平成２５年度補正   一部助成対象範囲を見直し、安心こども基金により実施 
平成２７年度     安心こども基金による実施を廃止し、当初予算に計上 

平成２７年度補正   初回治療の助成額を１５万→３０万円 
           男性不妊治療を行った場合、１５万円を助成 
平成２８年度     妻の年齢が４３歳以上の場合助成対象外。通算助成回数は治療期間初日 
           の妻の年齢が４０歳以上４３歳未満の場合は３回まで助成 

 
 

平成１６年度   １７，６５７件 
平成１７年度   ２５，９８７件 
平成１８年度   ３１，０４８件 
平成１９年度   ６０，５３６件 
平成２０年度   ７２，０２９件 
平成２１年度   ８４，３９５件 
平成２２年度   ９６，４５８件 
平成２３年度  １１２，６４２件 
平成２４年度  １３４，９４３件 
平成２５年度  １４８，６５９件 
平成２６年度  １５２，３２０件 

平成２７年度  １６０，３６８件 
 

１．事業の概要 

２．沿 革 ３．支給実績 

4 



 「不妊に悩む方への特定治療支援事業」 
における現行の申請手続きについて 

①受診 

③治療費請求 ⑥助成申請 

⑧助成 

指定医療機関 

治療を 

受ける方 

都道府県 

指定都市 

中核市 

○助成金申請書に
以下の書類を添付。 

 
・受診等証明書、領
収書 
・所得証明書 

・法律上の婚姻をし
ている夫婦であるこ
とを証明できる書類
（戸籍謄本） 

②治療 

⑦審査 

主に以下の点を確認。 
 

・対象となる治療内
容 

・所得制限の該当の
有無 

・助成対象者である
ことの確認（法律上
の婚姻をしている夫
婦であること） 
 

④実費支払い 

⑤・受診等証明書 

  ・領収書 
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いわゆる事実婚の取扱いについて 

①社会保障等の分野では、法律上事実婚の関係にある者を給付等の対象としている。 

○国民年金法※昭和34年制定時から事実婚を規定。 

 （用語の定義）  
第５条  

７ この法律において、「配偶者」、「夫」及び「妻」には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含むものとする。  

 （支給要件）  
第37条  遺族基礎年金は、被保険者又は被保険者であつた者が次の各号のいずれかに該当する場合に、その者の配偶者又は子に支給する。(略) 
 
○厚生年金保険法※昭和29年制定時から事実婚を規定。 

 （用語の定義）  
第３条  

２ この法律において、「配偶者」、「夫」及び「妻」には、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含むものとする。  
 （支給要件）  
第58条  遺族基礎年金は、被保険者又は被保険者であつた者が次の各号のいずれかに該当する場合に、その者の遺族に支給する。(略) 
第59条  遺族厚生年金を受けることができる遺族は、被保険者又は被保険者であつた者の配偶者、（中略）であつて、被保険者又は被保険者であつた    
     者の死亡の当時（中略）その者によつて生計を維持したものとする。（略） 
 

○健康保険法※昭和32年から事実婚を規定。 

  （定義） 
第３条 

７ この法律において「被扶養者」とは、次に掲げる者をいう。（略） 
 三  被保険者の配偶者で届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあるものの父母及び子であって、その被保険者と 同一の世帯に属し、   

   主としてその被保険者により生計を維持するもの  

 （家族療養費）   
第110条  被保険者の被扶養者が保険医療機関等のうち自己の選定するものから療養を受けたときは、被保険者に対し、その療養に要した費用につ
いて、家族療養費を支給する。  

 

○児童手当法※昭和46年制定時から事実婚を規定。 

  （定義） 
第３条   

２ この法律にいう「父」には、母が児童を懐胎した当時婚姻の届出をしていないが、その母と事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者を含むものとす
る。  
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（支給要件）  
第４条  児童手当は、次の各号のいずれかに該当する者に支給する。  

 一  次のイ又はロに掲げる児童（以下「支給要件児童」という。）を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父又は母（当該支給要件児童に係る未成 

   年後見人があるときは、その未成年後見人とする。以下この項において「父母等」という。）であつて、日本国内に住所（未成年後見人が法人である 

     場合にあつては、主たる事務所の所在地とする。）を有するもの 

    イ 十五歳に達する日以後の最初の三月三十一日までの間にある児童（施設入所等児童を除く。以下この章及び附則第二条第二項において「中学  

     校修了前の児童」という。） 

    ロ 中学校修了前の児童を含む二人以上の児童（施設入所等児童を除く。） 
 

○雇用保険法※昭和49年制定時から事実婚を規定。 

   （未支給の失業等給付）  
第10条の３  失業等給付の支給を受けることができる者が死亡した場合において、その者に支給されるべき失業等給付でまだ支給されていないものが 
  あるときは、その者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあつた者を含む。）、子、父母、孫、祖父母又は兄弟姉妹  
  であつて、その者の死亡の当時その者と生計を同じくしていたものは、自己の名で、その未支給の失業等給付の支給を請求することができる。  
 

○育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律※平成７年から事実婚を規定。 

   （定義） 
第２条 

  二  介護休業 労働者が、第三章に定めるところにより、その要介護状態にある対象家族を介護するためにする休業をいう。  

 四  対象家族 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）、父母及び子（これらの者に準ずる 

  者として厚生労働省令で定めるものを含む。）並びに配偶者の父母をいう。  

（介護休業の申出）  
第11条  労働者は、その事業主に申し出ることにより、介護休業をすることができる。（略） 
 

○北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律※平成14年制定時から事実婚を規定。 

   （定義）  
第２条  この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

 二  被害者の配偶者 被害者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）であって被害者で 

   ないものをいい、被害者の帰国後に配偶者となった者及び被害者の死亡後に他の者の配偶者となった者を除く。  

  （老齢給付金の支給）  
第５条の２  国は、次の各号のいずれかに該当する永住被害者又は永住配偶者に対し、内閣府令で定めるところにより、これらの者の老後における所
得を補完し、その良好かつ平穏な生活の確保に資するため、老齢給付金を、毎月、支給する。  

   一  六十歳以上である者  

   二  六十歳未満である者であって六十歳以上の永住配偶者又は永住被害者の配偶者であるもの  
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１ 事実婚関係の認定要件 

 事実婚関係にある者とは、いわゆる内縁関係にある者をいうのであり、内縁関係とは、婚姻の届出を欠くが、社会通念上、夫婦と
しての共同生活と認められる事実関係をいい、次の要件を備えることを要するものであること。 
① 当事者間に、社会通念上、夫婦の共同生活と認められる事実関係を成立させようとする合意があること。 
② 当事者間に、社会通念上、夫婦の共同生活と認められる事実関係が存在すること。 

 ※除外の範囲 
   １の認定の要件を満たす場合であっても、民法上の規定に違反することとなるような近親婚については、これを事実婚関係に 
       ある者とは認定しない。 
 
２ 認定の方法 
  事実婚関係の認定は、次に該当する場合を対象とする。 
   ア 住民票上同一世帯に属しているとき 

 イ 住民票上世帯を異にしているが、住所が住民票上同一であるとき 
 ウ 住所が住民票上異なっているが、次のいずれかに該当するとき 

(ア) 現に起居を共にし、かつ、消費生活上の家計を一つにしていると認められるとき 
(イ) 単身赴任、就学又は病気療養等の止むを得ない事情により住所が住民票上異なっているが、次のような事実が認めら 
        れ、その事情が消滅したときは、起居を共にし、消費生活上の家計を一つにすると認められるとき 
      (ア) 生活費、療養費等の経済的な援助が行われていること 
   (イ) 定期的に音信、訪問が行われていること 
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認定対象者の状況 提出書類 

 住民票上同一世帯に属しているとき  住民票(世帯全員)の写 

  住民票上世帯を異にしているが、住所が住民票上同一であるとき  
 a それぞれの住民票(世帯全員)の写 
 b 別世帯となっていることについての理由書  
 c  第三者の証明書又は別表（※）に掲げる書類 

  現に起居を共にし、消費生活上の家計を一つにすると認められるとき 

 a それぞれの住民票(世帯全員)の写  
 b 同居についての申立書  
 c 別世帯となっていることについての理由書  
 d 第三者の証明書及び別表（※）に掲げる書類 

 単身赴任、就学又は病気療養等の止むを得ない事情により住所が住   
 民票上異なっているが、次のような事実が認められ、その事情が消滅  
 したときは、起居を共にし、消費生活上の家計を一つにすると認めら  
 れるとき  
 ・生活費、療養費等の経済的な援助が行われていること 
 ・定期的に音信、訪問が行われていること 

 a それぞれの住民票(世帯全員)の写 
 b 別居していることについての理由書  
 c 経済的援助及び定期的な音信、訪問等についての申立書  
 d 第三者の証明書及び別表（※）に掲げる書類 

３ 認定に当たっての提出書類 
  婚姻の意思についての当事者それぞれの申立書及び認定対象者が次の表左欄に掲げる者である場合にあっては表右欄に掲   
 げる書類 

※別表において、健康保険被保険者証の写し等一定の書類を提出することとされている。 


